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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

 １） 対象地域 

    構成市町村名   府中市 

    面 積   29.43km2 

    人 口   260,757人（令和元年 10月 1日現在） 

 

 ２） 計画期間 

    本計画は、令和 3年 4月 1日から令和 8年 3月 31日までの 5年間を計画期

間とします。なお、事業の進捗状況や目標の達成状況、社会経済情勢の変化等

を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとします。 

 

 ３） 基本的な方向 

    府中市は、東京都のほぼ中央、新宿副都心から西方約 22km の距離に位置し、

面積は 29.43km2、多摩地域では 7番目の大きさの市です。 

    大規模な工場が立地しているほか、都心への通勤にも便利なことから、宅地の割

合が 56.2％と高い地域となっています。 

    本市では、平成 22年 2月に「ごみ改革」としてダストボックスの廃止、ごみ袋の有

料化、戸別収集の開始を行いました。このごみ改革により、平成 22 年度の総ごみ

量（集団回収量を除く）が前年度と比較して 9,448ｔ（約 14％）削減され、大きな成

果をあげました。また、令和元年度の総資源化率が 39.3％となっており、多摩地域

平均 36.9％を上回っています。 

    今後は、府中市一般廃棄物処理基本計画に基づき、できる限り環境に負荷をか

けず資源物を循環させる「循環型社会」の実現に向けた目標のもと、「循環型都

市・府中」を目指して市民・事業者と協働しながら、廃棄物のより一層の発生抑制

及び再生利用の推進と施策の展開を図ります。また、老朽化が進んでいる府中市

リサイクルプラザ（中間処理施設）の計画的な施設整備を進めます。 

 

 ４） ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

    本市の燃やすごみは、一部事務組合である多摩川衛生組合（構成市：稲城市、

狛江市、府中市、国立市）のクリーンセンター多摩川で焼却処理を行っており、今

後も現行の処理体制を基本に、クリーンセンター多摩川での中間処理を継続しま

す。本市のごみの安定的処理に向けて、構成市としてクリーンセンター多摩川の施

設延命化工事も注視しながら、安定操業の働きかけを引き続き行っていきます。 

    クリーンセンター多摩川における焼却処理によって発生する焼却残さについては、

東京たま広域資源循環組合においてエコセメント化に取り組んでおり、製造された
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エコセメントは土木建築資材として利用されています。 

    今後のごみ処理の広域化・施設の集約化については、現状の広域的処理を継

続するとともに、東京都の広域化・集約化計画に従い検討していきます。 

 

 ５） プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

     容器包装リサイクル法の施行に伴い、平成 18 年度から容器包装プラスチ

ックの分別収集を行い、府中市リサイクルプラザで選別、圧縮処理した後、

日本容器包装リサイクル協会に搬出しています。 

また、プラスチック資源の分別収集及び再商品化について、令和 4 年 4 月

に施行された『プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律』を踏ま 

え、新施設の竣工を予定している令和 11 年度の実施に向けて、時期及び方

法について検討していきます。 

 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

 １） 一般廃棄物等の処理の現状 

    令和元年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりです。 

    総排出量は、集団回収量も含め、63,832 トンであり、再生利用される「総資源化

量」は 25,111 トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量

＋集団回収量）／（ごみの総処理量＋集団回収量））は 39.3％です。 

    中間処理による減量化量は 38,721 トンであり、集団回収量を除いた排出量の

66.4％が減量化されています。また、中間処理量のうち、43,290 トンを焼却処理し

ています。 

    現在、クリーンセンター多摩川における焼却処理によって発生する焼却残さは、

その中から鉄類を回収した後、東京たま広域資源循環組合においてエコセメント化

することにより、埋立処分量は「ゼロ」となっています。焼却処理に伴って発生する

熱エネルギーについては、ボイラ設備を通して熱回収し、発電及び蒸気による熱利

用を行っています。 
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図１ 一般廃棄物の処理状況フロー（令和元年度） 

 

 ２） 一般廃棄物等の処理の目標 

    本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を

目指して、表１のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくもの

とします。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 
 

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・減量化量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回

収量に対する割合 

※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

※３ （１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）}／（人口） 

≪用語の定義≫ 

 排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 

集団回収量 総資源化量

リサイクル率

処理残さ量 39.3%

排出量 計画処理量

減量化量

自家処理量 最終処分量

※端数処理の関係から、合計が一致しない箇所があります。

6,416t
11.0%

38,721t
66.4%

25,111t

0t

5,477t

58,355t
58,355t
100%

0t

直接資源化量

13,218t
22.7%

中間処理量

45,137t
77.3%

直接最終処分量

0t

処理後再生利用量

6,416t
11.0%

処理後最終処分量

0t

排 出 量 事業系 総排出量 8,515 7,173 トン （-15.8％）

１事業所当たりの排出量
※２ 0.77 0.65 トン／事業所 （-15.6％）

生活系 総排出量 49,840 49,236 トン （-1.2％）

１人当たりの排出量
※３ 126.8 124.6 kg／人 （-1.7％）

合　計 事業系生活系排出量合計 58,355 56,409 トン （-3.3％）

再生利用量 13,218 トン （22.7％） 13,143 トン （23.3％）

25,111 トン （39.3％） 24,892 トン （40.0％）

減 量 化 量 38,721 トン （66.4％） 37,280 トン （66.1％）

最終処分量 0 トン 0 トン

人 口 260,757 261,202 人

事 業 所 数 7,325 7,325 事業所事業所

現状（割合
※１

）

（令和元年度）

指　　　　　　標

トン

トン／事業所

トン

直接資源化量

総資源化量

中間処理による減量化量

埋立最終処分量

目標（割合
※１

）

（令和８年度）

kg／人

トン

人
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 再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

 減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕 

 最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

 

 

図２ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和８年度） 

 

３ 施策の内容 

 

 １） 発生抑制、再使用の推進 

 

 （１） 有料化 （事業番号 11） 

     平成 22年 2月 22日にダストボックスを廃止して戸別収集を開始し、同時に家

庭ごみ（燃やすごみ、燃やさないごみ、容器包装プラスチック）及び少量排出事業

者の事業系ごみについて排出量に応じた手数料を課しており、指定収集袋の購

入代金により料金徴収を行っています。 

     また、粗大ごみの収集については、事前予約制で品目別に手数料を課しており、

処理券の購入代金により料金徴収を行っています。 

     指定収集袋の料金（手数料）については、現在まで改定していませんが、今後

は家庭ごみの収集有料化導入の効果について適宜チェックを行い、必要に応じ

て適正な手数料について検討を行います。事業系ごみについても同様に排出状

況を適宜チェックし、周辺自治体の状況等も考慮しながら、適正な手数料につい

て検討を行います。 

 

 

 

 

集団回収量 総資源化量

リサイクル率

処理残さ量 40.0%

排出量 計画処理量

減量化量

自家処理量 最終処分量

5,763t 24,892t

直接資源化量 処理後再生利用量

13,143t
23.3%

5,986t
10.6%

5,986t
10.6%中間処理量 処理後最終処分量

56,409t
56,409t
100%

43,266t
76.7%

0t

37,280t
66.1%直接最終処分量

0t 0t 0t
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表２ 家庭ごみの袋の大きさと料金 

 

 

表３ 事業系ごみの袋の大きさと料金 

 

 （２） 環境教育、普及啓発、助成 （事業番号 12） 

     本市では、小学生を対象としたごみ処理施設見学やローラー作戦による説明、

親子で参加する工作教室やごみ処理施設見学会、エコレシピ料理教室を通して

環境教育を行っています。 

     また、ごみゼロキャンペーンや水切り推進キャンペーンなどの街頭キャンペーン

を実施して普及啓発に努めています。 

     助成としては、集団回収実施団体への奨励金支給や生ごみ処理機購入者へ

の補助金支給を行っています。 

     今後は、これらの施策を継続して実施するほか、これまでイベント開催に合わせ

て実施していたフードドライブを安定的に実施するために、定期開催を目指します。 

 

 （３） マイバッグ運動・レジ袋対策 （事業番号 13） 

     市民団体・販売店等の協力により推進しているマイバッグ持参運動は、家庭ご

みの有料化以降、持参率の上昇がみられます。今後もより広く取組を浸透させる

ため、イベント出展やマイバッグコンクール、スーパー店頭でのキャンペーンなど、

様々な視点からマイバッグの持参やレジ袋の削減を呼びかけるとともに、マイバッ

単位：円／枚

5リットル 10リットル 20リットル 40リットル

（ＳＳ袋） （Ｓ袋） （Ｍ袋） （Ｌ袋）

燃やすごみ 10 20 40 80

燃やさないごみ 10 20 40 80

容器包装プラスチック 5 10 20 40

区　分

単位：円／枚

23リットル 45リットル

（Ｍ袋） （Ｌ袋）

燃やすごみ 120 250

燃やさないごみ 120 250

容器包装プラスチック 120 250

区　分
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グ持参率調査を実施していきます。 

     また、令和 2年 7月のレジ袋有料化をマイバッグ持参の機運を高める契機と捉

えて運動を強化するとともに、マイボトルの利用など３Ｒを意識した生活スタイルへ

の転換を呼びかけていきます。 

 

 （４） 再使用の推進 （事業番号 14） 

     リサイクル自転車の輪業組合への販売のほか、ＮＰＯ法人府中リサイクル推進

協会と協力して、商品展示販売コーナーや不用品の情報紹介を行う「リサちゃん

ショップけやき」の運営、おもちゃの病院や再生家具即売会の開催、イベントでのフ

リーマーケット開催を引き続き実施します。 

 

 （５） ごみ分別の推進 （事業番号 15） 

     平成 29年 3月より小型充電式電池及び充電式電池を取り外せない小型家電

を「危険ごみ」として回収しているほか、小型家電のイベント時における回収も継続

して実施します。また、認定事業者との協定に基づく宅配便を活用した使用済み

小型家電の回収サービスを引き続き実施します。 
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表４ 発生抑制、再使用の推進施策一覧 

 

施策項目 施策内容 実施時期

有 料 化
(事業番号11)

家庭ごみ（燃やすごみ、燃やさないごみ、容器包装
プラスチック）及び少量排出事業者の事業系ごみは
指定収集袋、粗大ごみは処理券による料金徴収を引
き続き実施します。指定収集袋の料金については、
必要に応じて見直しを検討していきます。

平成21年度
から継続実施

環 境 教 育
(事業番号12)

小学生を対象としたごみ処理施設見学や学校に出向
いて授業として説明を行うローラー作戦、親子を対
象とした親子３Ｒ教室を引き続き実施します。

平成5年度
から継続実施

普 及 啓 発
(事業番号12)

イベントへの出展やごみゼロキャンペーン、ごみ減
量対策・３Ｒ推進標語コンクールを行うほか、地域
ごとにごみ対策推進員協議会を組織して水切り推進
キャンペーンなどを実施して普及啓発に努めます。
また、これまでイベント開催に合わせて実施してい
たフードドライブの定期開催を目指します。

昭和61年度
から継続実施

助 成
(事業番号12)

集団回収を実施している団体及び業者に対する奨励
金の支給や生ごみ処理機購入者への補助金の支給を
引き続き実施します。

昭和54年度
から継続実施

マ イ バ ッ グ
運 動 ・ レ ジ
袋 対 策
(事業番号13)

府中市民マイバッグクラブと協力してイベントでの
ブース出展やマイバッグコンクール、スーパー店頭
でのキャンペーン及び持参率調査を引き続き実施し
ます。また、レジ袋有料化を契機にマイバッグ運動
を強化するとともに、マイボトルの利用など３Ｒを
意識した生活スタイルへの転換を呼びかけていきま
す。

平成19年度
から継続実施

再 使 用 の
推 進
(事業番号14)

リサイクル自転車の輪業組合への販売のほか、ＮＰ
Ｏ法人府中リサイクル推進協会と協力して、商品展
示販売コーナーや不用品の情報紹介を行う「リサ
ちゃんショップけやき」の運営、おもちゃの病院や
再生家具即売会の開催、イベントでのフリーマー
ケット開催を引き続き実施します。

昭和56年度
から継続実施

ご み 分 別 の
推 進
(事業番号15)

平成29年3月より小型充電式電池及び充電式電池を
取り外せない小型家電を「危険ごみ」として回収し
ているほか、小型家電のイベント時における回収、
認定事業者との協定に基づく宅配便を活用した使用
済み小型家電の回収サービスを引き続き実施しま
す。

平成28年度
から継続実施
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 ２） 処理体制 

 

 （１） 生活系ごみの処理体制の現状と今後 （事業番号 21） 

     分別区分及び処理方法については、表５のとおりです。 

     燃やすごみについては、多摩川衛生組合が保有するクリーンセンター多摩川に

て焼却処理を行った後、焼却残さをエコセメント化しており、今後も現状の体制を

継続します。 

     燃やさないごみ、粗大ごみ、資源物、容器包装プラスチックについては、本市が

保有する府中市リサイクルプラザにて選別・破砕・圧縮処理をした後、委託・売却

して再生しており、今後も現状の体制を継続します。 

     また、小型充電式電池及び充電式電池を取り外せない小型家電については、

平成 29 年 3 月より「危険ごみ」として回収しているほか、小型家電のイベント時に

おける回収も継続して実施します。 

     なお、府中市リサイクルプラザについては、老朽化が進んでいることから、将来

にわたり安定かつ効率的な廃棄物処理体制の確保や廃棄物処理に伴う環境負

荷の更なる低減を図るため、更新や統廃合などの検討を行い、計画的な施設整

備を進めます。 

 

 （２） 事業系ごみの処理体制の現状と今後 （事業番号 22） 

     事業系ごみは、自らの責任で処理することが原則です。 

     延床面積 1,000 ㎡以上の事業用大規模建築物（約 100 事業者）の所有者に

対しては、再生利用に関する計画書の提出と廃棄物管理責任者の選任を義務

付け、個別の指導を徹底します。収集運搬許可業者や多摩川衛生組合へ自己

搬入を行う事業者に対しては、市指導員による排出指導や中間処理施設での搬

入ごみ検査を行うなど、適正なごみの排出と分別を徹底します。 

     事業系指定収集袋（有料）で市のごみ収集に排出する事業者は、登録制として

おり、登録制度を活用した実態把握に基づき、ごみの減量・リサイクルを各事業者

に促します。ルール違反のごみについては、家庭ごみと同様に収集対象外とし、

市指導員による指導を徹底します。 

     また、事業系ごみの処理については、多摩川衛生組合の「ごみ受入基準」に基

づき、収集運搬許可業者や自己搬入を行う事業者により搬入され、焼却施設で

処理しており、今後も現状の体制を継続します。 

 

 （３） 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

     現在、産業廃棄物の処理は行っていません。今後も現状の体制を継続します。 
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 （４） 今後の処理体制の要点 

   ◇ 府中市リサイクルプラザについて、安定かつ効率的に廃棄物を処理するため、

更新や統廃合などの検討を行い、計画的な施設整備を進めます。 

   ◇ 不燃ごみ、粗大ごみ、資源物、容器包装プラスチック及び使用済み小型家電

について、引き続き資源化を推進します。 

   ◇ 事業系ごみについては、収集運搬許可業者や多摩川衛生組合へ自己搬入を

行う事業者に対して、市指導員による排出指導や搬入ごみの検査を行うなど、

適正なごみの排出と分別を徹底します。 

   ◇ 延床面積 1,000㎡以上の事業用大規模建築物の所有者に対しては、再生利

用に関する計画書の提出と廃棄物管理責任者の選任を義務付け、個別の指導

を徹底します。 
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表
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の
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の
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理
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却
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セ
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却
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縮
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縮
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縮
・

資
源
化

府
中
市

リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

売
却

90
7

選
別
・
圧
縮
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化
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却
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却
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却
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却
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却
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化
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 ３） 処理施設の整備 

    上記２）の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表６のとおり必要な

処理施設の整備を行います。 

 

表６ 整備する処理施設 

 

 
 

 

（整備理由） 

 施設の老朽化が進んでいることから、更新や統廃合などの検討を踏まえた計

画的な施設整備を進めることで、安定かつ効率的な廃棄物処理体制の確保及び

廃棄物処理に伴う環境負荷の低減を図ります。 

 

 ４） 施設整備に関する計画支援事業 

    上記３）の施設整備に先立ち、表７のとおり計画支援事業を行います。 

 

表７ 実施する計画支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

事業
番号

整備施設種類
施設名

事業名 処理能力 設置予定地 事業期間
国土強靭
化計画

プラ要件化
の経過措置
の適用

1

マテリアルリサイ
クル推進施設
府中市リサイクル
プラザ

府中市リサイクル
プラザ整備事業

約60ｔ/日
府中市四谷
6丁目58番地
（市有地）

R7
（R7～
R13）

府中市国
土強靭化
地域計画

〇

事業
番号

事業名 事業内容 事業期間
プラ要件化
の経過措置
の適用

府中市マテリアルリサイクル推進施設整備
（事業番号1）に係る基本計画策定等事業

基本計画策
定等

R3 〇

府中市マテリアルリサイクル推進施設整備
（事業番号1）に係る基本設計等事業

基本設計等 R4 〇

府中市マテリアルリサイクル推進施設整備
（事業番号1）に係る発注仕様書作成等事業

発注仕様書
作成等

R5～R7 〇

31
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 ５） その他の施策 

    その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していきます。 

 

 （１） 再生利用品の需要拡大事業 （事業番号 41） 

     現在、クリーンセンター多摩川で発生した焼却残さは、東京たま広域資源循環

組合にて全量エコセメント化を行っています。今後も本事業を安定的に実施する

ために、引き続き公共工事等へのエコセメントの利用促進を図ります。 

 

 （２） 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 （事業番号 42） 

     廃家電のリサイクルについては、家電リサイクル法に基づく適切な回収、再商品

化がなされるよう普及啓発を行っています。また、認定事業者との協定に基づく

宅配便を活用した使用済み小型家電の回収サービス等の利用を促すとともにイ

ベント時における回収も継続して実施します。 

 

 （３） 不法投棄対策 （事業番号 43） 

     特に不法投棄が多い地域については地域との連携を強化し、不法投棄防止パ

トロールなどの対策を講じます。 

     また、ごみ排出ルールの徹底とマナーの向上を継続して呼びかけるとともに、不

法投棄の発生状況などの情報発信を行い、不法投棄に対する関心を地域全体

で高める取組を進めます。 

 

 （４） 災害時の廃棄物処理に関する事項 （事業番号 44） 

     令和 2年 1月に府中市災害廃棄物処理計画を策定しました。 

     今後は、災害時に発生する廃棄物の広域的処理体制の確保を図るため、地域

内及び周辺地域との連携体制の構築に向けて検討を行います。 

     また、府中市リサイクルプラザが、水害ハザードマップの家屋倒壊等氾濫想定

区域に位置することから、施設整備にあたっては浸水対策を講じることで重大な

被害を回避するとともに、水害時の復旧対策や代替処理施設の確保等の施策を

充実し、安定的な事業活動が継続できるよう水害対策を推進します。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

 １） 計画のフォローアップ 

    本市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に

応じて、多摩川衛生組合、東京都及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を

勘案し、計画の見直しを行います。 

 

 ２） 事後評価及び計画の見直し 

    計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、

速やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行います。 

    また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるも

のとします。 

    なお、計画の進捗状況や目標の達成状況、社会経済情勢の変化等を踏まえ、

必要に応じ計画を見直すものとします。 

  



 

（添付資料一覧） 

 

■添付資料１ ：対象地域図 

■添付資料２ ：目標の設定に関するグラフ等 

 ２－１ ごみ排出量の減量化目標 

 ２－２ 再生利用の目標（リサイクル率） 

 ２－３ 最終処分の目標 

■添付資料３ ：分別区分説明資料 

■添付資料４ ：現有処理施設の概要 

 

◎様式１ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１ 

■添付資料５ ：指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ 

 ５－１ 減量化、資源化量の推移 

 ５－２ 原単位の推移（総排出量） 

■添付資料６ ：地域内の施設の現況と予定（位置図） 

■添付資料７ ：国土強靭化地域計画（抜粋） 

 

◎様式２ 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２ 

 

◎様式３ 地域の循環型社会形成推進のための施策一覧 

 

【参考資料様式１】 施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

【参考資料様式７】 計画支援概要 

 

■添付資料８ ：府中市水害ハザードマップ 

  



 

■添付資料１ ：対象地域図 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府中市 

Ｎ 



 

■添付資料２ ：目標の設定に関するグラフ等 

 ２－１ ごみ排出量の減量化目標 

 

 

 ※令和６年度以降の人口と排出量は、府中市一般廃棄物処理基本計画（平成 30年 1月策定）の将来推計値です。 

 

 ２－２ 再生利用の目標（リサイクル率） 

 



 

 ２－３ 最終処分の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■添付資料３ ：分別区分説明資料 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

■添付資料４ ：現有処理施設の概要 

 

 

 

 

区　分 施設概要

施設名 　府中市リサイクルプラザ

所在地 　東京都府中市四谷6丁目58番地

（選別棟）平成7年3月

（資源棟）平成18年3月

（管理棟）平成9年6月

（選別棟）
　不燃物：選別・資源化
　容プラ：選別・圧縮・梱包・資源化

（資源棟）
　容プラ：選別・圧縮・梱包・資源化
　不燃物：選別・破砕・資源化
　粗大ごみ：選別・破砕・資源化
　びん：選別・破砕・資源化
　かん：選別・圧縮・資源化
　ふとん：選別・破砕

（管理棟）
　ペットボトル：選別・圧縮・梱包・資源化

（選別棟）60.0ｔ／5ｈ（日）

（資源棟）57.4ｔ／5ｈ（日）

（管理棟）4.6ｔ／5ｈ（日）

処理能力

処理方式

竣工年月
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.4

％
）

2
5
,6

2
3
（
4
0
.5

％
）

2
5
,0

6
6
（
3
9
.9

％
）

2
5
,1

1
1
（
3
9
.3

％
）

2
5
,8

9
3
（
3
9
.8

％
）

2
4
,8

9
2
（
4
0
.0

％
）

－
－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－
－

－

最
終

処
分

量
0

0
0

0
0

0
0

※
　

別
添

資
料

と
し

て
指

標
と

人
口

等
の

要
因

に
関

す
る

ト
レ

ン
ド

グ
ラ

フ
を

添
付

す
る

。

一
般

廃
棄

物
処

理
計

画
と

目
標

値
が

異
な

る
場

合
に

、
地

域
計

画
と

一
般

廃
棄

物
処

理
計

画
と

の
整

合
性

に
配

慮
し

た
内

容

合
計

  
  
 事

業
系

生
活

系
の

総
排

出
量

合
計

（
ト
ン

）

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

等
事

業
実

施
計

画
　

総
括

表
１

府
中

市
地

域
2
9
.4

3
㎢

府
中

市
人

口
　

面
積

　
沖

縄
　

離
島

　
奄

美
　

豪
雪

、
山

村
　

半
島

　
過

疎
　

そ
の

他

（
６

）
構

成
市

町
村

に
一

部
事

務
組

合
等

が
含

ま
れ

る
場

合
、

当
該

組
合

の
状

況
組

合
を

構
成

す
る

市
町

村
：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
設

立
（
予

定
）
年

月
日

：
設

立
さ

れ
て

い
な

い
場

合
、

今
後

の
見

通
し

：

埋
立

最
終

処
分

量
（
ト
ン

）

*
交

付
要

綱
で

定
め

る
交

付
対

象
と

な
る

要
件

の
う

ち
、

該
当

す
る

項
目

全
て

に
○

を
付

け
る

。

指
標

・
単

位
年

過
去

の
状

況
・
現

状
（
排

出
量

等
に

対
す

る
割

合
）

排
出

量

事
業

系
　

総
排

出
量

（
ト

ン
）

　
　

　
　

　
　

1
事

業
所

当
た

り
の

排
出

量
（
ト
ン

/
事

業
所

）

生
活

系
　

総
排

出
量

（
ト

ン
）

　
　

　
　

　
　

1
人

当
た

り
の

排
出

量
（
ｋ
ｇ
/
人

）

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
量

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
量

（
年

間
の

発
電

電
力

量
　

M
W

H
）

（
年

間
の

熱
利

用
量

　
G

J）

再
生

利
用

量
直

接
資

源
化

量
（
ト
ン

）

総
資

源
化

量
（
ト
ン

）



 

 ３
　

一
般

廃
棄

物
処

理
施

設
の

現
況

と
更

新
、

廃
止

、
新

設
の

予
定

（
１

）
現

有
施

設
リ
ス

ト

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
（
単

位
）

竣
工

年
月

廃
止

又
は

休
止

（
予

定
）
年

月
解

体
（
予

定
）
年

月

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
府

中
市

リ
サ

イ
ク

ル
プ

ラ
ザ

府
中

市
選

別
・
圧

縮
梱

包
・
破

砕
・
資

源
化

選
別

棟
 6

0
.0

ト
ン

/
日

資
源

棟
 5

7
.4

ト
ン

/
日

管
理

棟
  
 4

.6
ト
ン

/
日

H
7
.4

H
1
8
.4

H
9
.7

R
1
1
.1

2
　

廃
止

予
定

R
1
1
.1

2
　

廃
止

予
定

R
1
1
.1

2
　

廃
止

予
定

R
1
2
.1

　
解

体
予

定
R
1
2
.1

　
解

体
予

定

（
２

）
更

新
（
改

良
）
・
新

設
施

設
リ
ス

ト

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
（
単

位
）

竣
工

予
定

年
月

更
新

（
改

良
）
・
新

設
理

由
廃

焼
却

施
設

解
体

の
有

無
（
解

体
施

設
の

名
称

）

廃
焼

却
施

設
解

体
事

業
着

手
（
予

定
）
年

月
完

了
（
予

定
）
年

月

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

再
商

品
化

を
実

施
す

る
た

め
の

施
設

整
備

事
業

備
考

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
府

中
市

リ
サ

イ
ク

ル
プ

ラ
ザ

府
中

市
選

別
・
圧

縮
梱

包
・
破

砕
・
資

源
化

新
施

設
 6

0
ト
ン

/
日

R
1
1
.1

2
安

定
か

つ
効

率
的

な
廃

棄
物

処
理

及
び

環
境

負
荷

の
低

減
の

た
め

の
新

設
無

―

想
定

浸
水

深
：
3
m

ご
み

ピ
ッ

ト
、

電
気

室
、

中
央

制
御

室
、

非
常

用
電

源
設

備
等

の
重

要
設

備
に

つ
い

て
は

、
3
m

以
上

の
階

高
に

設
置

〇

備
考

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

想
定

浸
水

深
：
3
m

電
気

室
、

中
央

制
御

室
等

の
重

要
設

備
に

つ
い

て
は

、
3
m

以
上

の
階

高
に

設
置



 

■添付資料５ ：指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ 

 ５－１ 減量化、資源化量の推移 

 

 

 

 ５－２ 原単位の推移（総排出量） 

 

 



 

■添付資料６ ：地域内の施設の現況と予定（位置図） 

 

 

 

 

 

 

  

府中市リサイクルプラザ 
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■添付資料７ ：国土強靭化地域計画（抜粋） 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

総
事
業
費
（
千
円
）

単
位

開
始

終
了

開
始

終
了

複
数
計
画

合
算
費

現
計
画
で
の

総
事
業
費

複
数
計
画

合
算
費

合
計

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

18
,2
60
,0
00

0
13
,5
96
,0
00

0
0

0
0

0
0

1
府
中
市

60
t/
d

R7
R7

18
,2
60
,0
00

0
13
,5
96
,0
00

0
0

0
0

0
0
全
体
の
事
業
期
間
：
R7
～
R
13

0
87
,6
29

0
87
,6
29

14
,6
99

34
,4
74

20
,6
36

7,
92
0

9,
90
0

31
府
中
市

R3
R7

R3
R7

0
87
,6
29

0
87
,6
29

14
,6
99

34
,4
74

20
,6
36

7,
92
0

9,
90
0

18
,2
60
,0
00

87
,6
29

13
,5
96
,0
00

87
,6
29

14
,6
99

34
,4
74

20
,6
36

7,
92
0

9,
90
0

総
括
表
（
交
付
期
間
に
お
け
る
各
交
付
対
象
事
業
の
概
算
事
業
費
）

事
　
業
　
種
　
別

事
業

番
号

事
業
主
体

名
　
　
称

規
　
模

事
業
期
間

交
付
金
交
付

期
間

交
付
対
象
事
業
費
（
千
円
）

備
　
　
考

合
  
 
  
　
　

計

施
　
設
　
名
　
称
　
等

マ
テ
リ
ア
ル
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
等
の
た
め
の
整
備
事

業

府
中
市
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

計
画
支
援
事
業
等

事
業
番
号
１
の
た
め
の
計
画
支
援



 

 ※１　基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。

「ストックヤード」を整備する場合

「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合

(8) ストック対象物

 ０円（全体：１８，２６０，０００千円）
　　うち、交付対象事業費
      ０円（全体：１３，５９６，０００千円）

「灰溶融施設」を整備する場合

(9) 容器包装リサイクル
　　推進施設の内訳

(10) スラグの利用計画

(11) 事業計画額

令和７年度
（全体：令和７年度～令和１３年度）

処理能力　６０ｔ／日

(7) 廃焼却施設解体工事
　　の有無

(6) 地域計画内の役割
　　※1

(5) 処理方式

(3) 工期

(4) 施設規模

選別・圧縮梱包・破砕・資源化

安定かつ効率的な廃棄物処理体制の確保、廃棄物処理
に伴う環境負荷の低減

　　有　　　無

【参考資料様式１】

施設概要（マテリアルリサイクル施設系）

都道府県名　　東京都　　

府中市

府中市リサイクルプラザ

(1) 事業主体名

(2) 施設名称



 

 

生活環境影響調査
地質調査
測量
基本設計

府中市マテリアルリ
サイクル推進施設整
備（事業番号１）に
係る基本設計等事業

府中市マテリアルリ
サイクル推進施設整
備（事業番号１）に
係る発注仕様書作成
等事業

令和３年度 令和４年度
令和５年度～令和７
年度

発注仕様書作成
ＰＰＰ／ＰＦＩ事業
者選定

１４，６９９千円 ３４，４７４千円 ３８，４５６千円

【参考資料様式８】

計 画 支 援 概 要

都道府県名　　東京都　　

(2) 事業目的

(1) 事業主体名 府中市

マテリアルリサイクル推進施設整備のため

(6) 事業計画額

(5) 事業概要

(4) 事業期間

(3) 事業名称

府中市マテリアルリ
サイクル推進施設整
備（事業番号１）に
係る基本計画策定等
事業

基本計画策定
ＰＰＰ／ＰＦＩ導入
可能性調査


